
平和人権対策特別委員会 

 
日 時  平成２４年５月２４日（木） 午前１０時００分～ 
場 所  第１委員会室 

 
 
 
 
１ 開議 

 
 
 
２ 日程説明 

 
 
 
３ 所管事項調査 

   ○亀岡市犯罪被害者等支援条例の制定について 
 
 
 
４ 質疑 

 
 
 
５ 今後の取り組みについて 

 
 
 
６ その他 

 
 
 
７ 閉議 



平和人権対策特別委員会提出資料 

 

亀岡市犯罪被害者等支援条例の制定について 

 

施行日 平成２４年４月１日 

条例の内容等 資料１のとおり 

亀岡市犯罪被害者等支援条例 資料２のとおり 

亀岡市犯罪被害者等見舞金支給要綱  資料３のとおり 

犯罪被害者等の連携協力に係る協定書  資料４のとおり 

支援実績 

篠町府道王子並河線での交通死亡事

故被害者家族に対して、死亡届手続

きに際し、警察と協力して支援にあ

たった 



亀岡市犯罪被害者等支援条例の制定について 

～平成２４年４月１日施行～ 

市民の誰もが犯罪の被害に遭う可能性のある中、安全で安心して暮らすことのできる社会

の 実現は、市民すべての願いであり、これまでも行政、地域そして市民一人ひとりが犯罪

を抑止するためのさまざまな取り組みを行ってきました。 

しかし、犯罪被害者やその家族、遺族等は、十分な支援を受けられず、深刻な状況に置か

れています。 

こうした状況を市民一人ひとりがしっかりと認識し、犯罪被害者等が元の平穏な日常生活

を早期に取り戻すために、社会全体で支援していくことが大変重要です。 

亀岡市では、行政、関係機関、市民などが協力、連携して犯罪被害者等を支援していくた

め、基本理念や市および市民などの責務を明らかに示した「亀岡市犯罪被害者等支援条例」

を制定しました。 

皆様との連携・協力のもと、犯罪被害者等支援を進めてまいりますので、ご協力をお願い

いたします。 

 

 

 

犯罪被害者等に対する支援は、被害を受けた時から再び平穏な生活を営むことができるよ

うになるまでの間、事情に応じて適切に途切れることなく行われるものとします。 

また、支援にあたっては、犯罪被害者等の名誉または生活の平穏を害することのないよう

行われるとともに、個人情報の適正な取扱いに十分配慮して行われるものとします。 

 

 

◎犯罪被害者等の支援のための施策を策定し実施します 

◎関係機関などと連携・協力します 

 

 

基 本 理 念 

亀 岡 市 犯 罪 被 害 者 等 支 援 条 例 の 内 容 

市 の 責 務 



 

 

◎犯罪被害者等の名誉または生活の平穏を害することのないよう十分配慮するとともに、市

や関係機関などが行う支援に協力するよう努めます 

 

 

◎相談窓口を設置し、必要な情報の提供および助言を行います 

◎庁内連絡会議を設置し、個別施策についての連絡調整を行います 

◎被害直後の速やかな経済的支援として、要綱に基づき見舞金を支給します 

◎市営住宅などを一時的に提供します 

 

 

 

亀岡市犯罪被害者等支援条例の施行に伴い、亀岡市と亀岡警察署の一層の連携と協力関係

を明確にするため、平成 24 年 4 月 9 日、「犯罪被害者等支援の連携協力に係る協定書」を

取り交わしました。 

 
  
  
  
目的 

    犯罪被害者等の被害による経済的負担の軽減 

対象犯罪被害 

     犯罪行為（過失等による行為を除く）による死亡または全治１ヶ月以上の加療を 

要する傷害 

支給対象者 

    市内に住所を有する被害者、第１順位の遺族 

支給額 

    遺族見舞金 ３０万円 

    傷害見舞金 １０万円 

 

亀 岡 警 察 署 と の 連 携 

見 舞 金 の 支 給 概 要 

市 民 の 責 務 

犯罪被害者等への支援 



亀岡市条例第３号 

 

亀岡市犯罪被害者等支援条例 

(目的 ) 

第１条  この条例は、本市における犯罪被害者等の支援に関し、基

本理念を定め、並びに市及び市民等の責務を明らかにするととも

に、犯罪被害者等を支援していくための施策に係る基本的事項を

定めることにより、犯罪被害者等が受けた被害の回復及び軽減に

資することを目的とする。  

(定義 ) 

第２条  この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。  

(1) 犯 罪等  犯罪及びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす

行為をいう。  

(2) 犯 罪被害者等  犯罪等により害を被った者及びその家族又

は遺族をいう。  

(3) 関 係機関等  国、京都府その他の本市以外の地方公共団体

の機関及び犯罪被害者等の支援を行う民間の団体その他の犯

罪被害者等の支援に関係するものをいう。  

(4) 市 民等  市内に居住し、通勤し、通学し、又は滞在する者

及び市内において活動する事業者その他の団体をいう。  

(基本理念 ) 

第３条  犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等が被害を受けたとき

から再び平穏な生活を営むことができるようになるまでの間、犯

罪被害者等が受けた被害の状況、犯罪被害者等の生活への影響そ

の他の事情に応じ、適切に途切れることなく行われるものとする。 

２  犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等の名誉又は生活の平穏を

害することのないよう行われるとともに、犯罪被害者等の支援に

関する個人情報の適正な取扱いの確保に最大限配慮して行われなければ

ならない。 

(市の責務 ) 

第４条  市は、前条の基本理念にのっとり、犯罪被害者等の支援の

ための施策を策定し、及び実施する責務を有する。  



２  市は、犯罪被害者等の支援のための施策が円滑に実施されるよ

う、関係機関等と連携し、及び協力しなければならない。  

(市民等の責務 ) 

第５条  市民等は、犯罪被害者等の名誉又は生活の平穏を害するこ

とのないよう十分配慮するとともに、市及び関係機関等が行う犯

罪被害者等の支援に協力するよう努めなければならない。  

(犯罪被害者等への支援 ) 

第６条  市は、犯罪被害者等が直面している各般の問題について相

談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行うとともに、関係機関

等との連絡調整を行うものとする。  

２  市は、犯罪被害者等が受けた被害による経済的負担の軽減を図

るため、別に定めるところにより、犯罪被害者等に対し見舞金を

支給するものとする。  

３  市は、犯罪等により従前の住居に居住することが困難となった

犯罪被害者等に対し、一時的な住居の提供等を行うことができる。 

４  市は、前３項に規定する支援を総合的に行うための窓口及び連

絡会議を設置するものとする。  

(広報及び啓発 ) 

第７条  市は、学校、家庭及び地域社会において、生命と人権を尊

重するための活動を推進するものとする。  

２  市は、犯罪被害者等が置かれている状況、犯罪被害者等の名誉

及び生活の平穏への配慮の重要性その他の犯罪被害者等の支援に

関する事項について、市民等の理解を深めるため、広報及び啓発

に努めるものとする。  

(犯罪被害者等の支援を行わないことができる場合 ) 

第８条  市は、犯罪被害者等の支援を行うことが適切でないと認め

られるときは、犯罪被害者等の支援を行わないことができる。  

(委任 ) 

第９条  この条例に定めるもののほか必要な事項は、市長が定める。 

 

附  則  

 

この条例は、平成２４年４月１日から施行する。  



亀岡市告示第３５号 

 

亀岡市犯罪被害者等見舞金支給要綱 

 (趣旨) 

第１条 この要綱は、亀岡市犯罪被害者等支援条例(平成２４年亀岡市条例

第３号)第６条第２項の規定に基づき、犯罪被害者等に対し見舞金を支給

することに関し必要な事項を定めるものとする。 

(定義) 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当

該各号に定めるところによる。 

(1) 犯罪行為 日本国内又は日本国外にある日本船舶若しくは日本航空

機内において行われた人の生命又は身体を害する罪に当たる行為(刑

法(明治４０年法律第４５号)第３７条第１項本文、第３９条第１項又

は第４１条の規定により罰せられない行為を含むものとし、同法第 

３５条又は第３６条第１項の規定により罰せられない行為及び過失に

よる行為を除く。)をいう。 

(2) 犯罪被害 犯罪行為による死亡又は傷害(医師の診断により全治１

月以上の療養を要するものに限る。以下同じ。)をいう。 

(3) 遺族 犯罪行為により死亡した者の遺族のうち当該犯罪行為が行わ

れた時から引き続き市内に住所を有するものをいう。 

(4) 被害者 犯罪行為を受けた者のうち当該犯罪行為が行われた時に市

内に住所を有していたものをいう。 

(5) 見舞金 次条に規定する遺族見舞金及び傷害見舞金をいう。 

(見舞金の支給) 

第３条 市長は、この要綱の定めるところにより、第５条第２項の規定に

よる第１順位の遺族に対し遺族見舞金を、傷害を受けた被害者（傷害を

受けた時から引き続き市内に住所を有するものに限る。）に対し傷害見

舞金を支給するものとする。 

(見舞金の額) 

第４条 見舞金の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号

に定める額とする。 

(1) 遺族見舞金 ３００，０００円 

(2) 傷害見舞金 １００，０００円 

２ 被害者が死亡した場合でその死亡に係る犯罪被害に関し既に傷害見舞

金が支給されているときの遺族見舞金の額は、前項第１号の規定にかか

わらず、同号に定める額から当該支給を受けた傷害見舞金の額を控除し

た額とする。 

３ 遺族見舞金の支給を受けるべき遺族に同順位の者が２人以上あるとき

は、遺族見舞金は、第１項第１号及び前項の規定にかかわらず、これら

の規定により算定した額をその人数によって等分して支給する。 

(遺族の範囲及び順位) 



第５条 遺族見舞金の支給を受けることができる遺族は、被害者の死亡の

時において、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

(1) 被害者の配偶者(婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様

の事情にあった者を含む。以下同じ。) 

(2) 被害者の収入によって生計を維持していた被害者の子、父母、孫、

祖父母及び兄弟姉妹 

(3) 前号に該当しない被害者の子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹 

２ 遺族見舞金の支給を受けるべき遺族の順位は、前項各号の順序とし、

同項第２号及び第３号に掲げる者のうちにあっては、それぞれ当該各号

に掲げる順序とし、父母については、養父母を先にし、実父母を後にす

る。 

(見舞金を支給しないことができる場合) 

第６条 次に掲げる場合には、見舞金を支給しないことができる。 

(1) 被害者と加害者との間に親族関係(事実上の婚姻関係を含む。)がある

とき。ただし、被害者が配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関

する法律(平成１３年法律第３１号)第１条第２項の被害者に該当する

場合については、この限りでない。 

(2) 被害者が犯罪行為を誘発したとき、その他当該犯罪被害につき、被害

者にも、その責めに帰すべき行為があったとき。 

(3) 前２号に掲げる場合のほか、被害者又はその遺族と加害者との関係そ

の他の事情から判断して、見舞金を支給することが社会通念上適切でな

いと認められるとき。 

(遺族見舞金の支給の申請) 

第７条 遺族見舞金の支給を受けようとする遺族(以下この条において「申

請者」という。)は、亀岡市遺族見舞金支給申請書（別記第１号様式）に

次に掲げる書類を添付し、市長に申請しなければならない。 

(1) 被害者の死亡診断書、死体検案書その他当該被害者の死亡の事実及び

死亡の年月日を証明することができる書類 

(2) 申請者の住民票の写し(日本の国籍を有しない者にあっては、外国人

登録原票の記載事項証明書) 

(3) 申請者と被害者との続柄に関する戸籍の謄本その他の証明書 

(4) 申請者が被害者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様

の事情にあった者であるときは、その事実を認めることができる書類 

(5) 申請者が配偶者以外の者であるときは、第１順位の遺族であることを

証明することができる書類 

(6) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

(傷害見舞金の支給の申請) 

第８条 傷害見舞金の支給を受けようとする被害者は、亀岡市傷害見舞金

支給申請書（別記第２号様式）に次に掲げる書類を添付し、市長に申請

しなければならない。 



(1) 傷害を受けた日、療養に要する期間及び傷害の状態を証明する医師の

診断書 

(2) 住民票の写し(日本の国籍を有しない者にあっては、外国人登録原票

の記載事項証明書) 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

(支給の申請の期限) 

第９条 前２条の規定による申請は、当該犯罪被害の発生を知った日から

２年を経過したとき、又は当該犯罪被害が発生した日から７年を経過し

たときは、することができない。ただし、市長が、当該期間内に申請を

しないことについてやむを得ない理由があると認めるときは、この限り

でない。 

(支給の決定等) 

第１０条 市長は、第７条又は第８条の規定による申請を受理したときは、

その内容を審査し、支給の適否を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による決定を行ったときは、速やかに、亀岡市犯

罪被害者等見舞金支給決定（却下）通知書（別記第３号様式）により、

当該申請をした者にその旨を通知するものとする。 

(見舞金の請求) 

第１１条 見舞金を支給する旨の決定を受けた者は、亀岡市犯罪被害者等

見舞金請求書（別記第４号様式）を市長に提出しなければならない。 

(支給の決定の取消し等) 

第１２条 市長は、見舞金を支給する旨の決定を受けた者が偽りその他不

正の手段により当該決定を受けたと認めるときは、当該決定を取り消し、

又は既に支給した見舞金の額に相当する金額を返還させることができる。 

(報告等) 

第１３条 市長は、前条の規定により見舞金の支給決定を取り消すとき、

又は見舞金を返還させるときは、その範囲内において報告を求め、又は

市職員に調査を行わせることができる。 

 

附 則 

 

この要綱は、告示の日から施行し、この要綱の施行後に発生した犯罪行

為に起因する犯罪被害について適用する。 

 



別記第１号様式（第７条関係） 

 

亀岡市遺族見舞金支給申請書 

年  月  日 

（宛先）亀岡市長 

氏
フリ

  名
ガナ

                        ㊞ 

申請者 住 所  

連絡先(電話番号)  

被害者との続柄  

 

次のとおり遺族見舞金の支給を申請します。 

犯罪行為が行われた日時      年  月  日  午前・午後  時  分頃 

 犯罪行為が行われた場所   

被 

害 

者 

フ  リ  ガ  ナ 

氏      名 

  

  

性  別 男 ・ 女 

生年月日    年  月  日 

犯 罪 行 為 が 

行われた時の住所 
  

 死 亡 年 月 日      年  月  日     

被 害 の 発 生 状 況   

当該犯罪行為に係る 

傷害見舞金の支給有無 
     有 ・ 無 

 取 扱 警 察 署 及 び 

被害届の受理番号 
    警察署（    年  月  日  第     号）     

他
の
第
一
順
位
遺
族 

氏     名 被害者との続柄 住        所 

      

      

      

備      考   

 (状況調査に係る同意確認事項) 

申請に係る犯罪被害等の状況調査にあたり、市が警察署等において調査等を実施する

ことについて、同意します。 

 

氏 名             ㊞ 

 



第２号様式（第８条関係） 

 

 

亀岡市傷害見舞金支給申請書 

年  月  日 

 

（宛先）亀岡市長 

氏
フリ

  名
ガナ

                        ㊞ 

申請者 住 所  

連絡先(電話番号) 

 

次のとおり傷害見舞金の支給を申請します。 

犯罪行為が行われた日時      年  月  日 午前・午後  時  分頃 

犯罪行為が行われた場所   

被 

害 

者 

フ  リ  ガ  ナ 

氏      名 

  

  

性  別 男 ・ 女 

生年月日   年  月  日 

犯 罪 行 為 が 

行われた時の住所 
      

被 害 の 発 生 状 況   

負  傷  し  た  日 □犯罪行為が行われた日 
□左記以外の日 

     年  月  日 

負  傷  の  状  況 
  

  

取 扱 警 察 署 及 び 

被害届の受理番号 
      警察署（    年  月  日 第   号） 

備        考   

(状況調査に係る同意確認事項) 

申請に係る犯罪被害等の状況調査にあたり、市が警察署等において調査等を実施する

ことについて、同意します。 

 

氏 名             ㊞ 

 



第３号様式（第１０条関係）  
 

第      号  
年  月   日  

 
           様  
 
 
                   亀岡市長         印  
 

亀岡市犯罪被害者等見舞金支給決定（却下）通知書  
 
 
     年   月   日付けで支給の申請がありました犯罪被害者等
見舞金（遺族見舞金・傷害見舞金）の支給については、下記のとおり決定     
しましたので通知します。  
 

記  
 
１ 決定  

支給決定額            円  
 
２ 却下  
 理由  
 
 
（教示）  

１ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内  

 に、亀岡市長に対して異議申立てをすることができます。なお、この決定があったことを知った日の  

翌日から起算して６０日以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると異議申  

立てをすることができなきなります。  

２ この決定については、この決定があったことを知った日（上記１の申立てをした場合は、当該異議  

申立てに対する決定があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、亀岡市を被告とし  

て（訴訟において亀岡市を代表する者は、亀岡市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起するこ  

とができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内であっても、  

この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくな  

ります。）。  



第４号様式（第１１条関係）  
 

年  月  日  
 

 
（宛先）亀岡市長  
 
                  住  所  
              申請者 氏  名           ㊞ 
                  電話番号  
 
 

亀岡市犯罪被害者等見舞金請求書  
 
 
次のとおり、犯罪被害者等見舞金を請求します。  

 
記  

 
 

請求金額              円  
 
    （犯罪被害者等見舞金の種類 □遺族見舞金 □傷害見舞金）  
 

支  

払  

方  

法  

□ 現金払い  

□ 口座振替  

金 融 機 関 名 

        銀行 ・ 信用金庫  
協同組合  

本店 ・         支店  

預金種別 普通  ・ 当座  ・(        ) 

口座番号  

ゆうちょ銀行 記号   番号   

フ リ ガ ナ 
口 座 名 義 人 

 





 
 
 
 
 
 
 

亀岡市議会平和人権対策特別委員会 
 

 
（ 資 料 ） 

 

 
 
 
 
 

 
 

平成２４年５月２４日 
 
 

亀  岡  市 
亀岡市教育委員会 
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平和の取り組み 
基本的考え 

 
（１） 一自治体ながらも２１世紀を「平和の世紀」「人権の世紀」としなければならない

との想いから、それに向かって積極的に行動すること。 

 

（２） 昭和３０年、市制施行と同時に世界連邦平和都市を宣言した市として、８月を平

和月間と位置付け、平和の発信に努めてきた。平成２２年に「核兵器廃絶」の趣

旨を込めた「世界連邦・非核平和都市」を新たに宣言した。これからも世界の恒

久平和を願うとともに、これを広く内外に発信すること。 

 

（３） 全ての行政施策＝市民福祉は、平和であることが前提であり、基本となるもの。

地道な平和の取り組みの積み重ねが、安全・安心のまちづくりにつながるものと

考えていること。 

 

平成２４年度事業計画 平成２３年度実績 

 

（１）“ヒロシマ”に学ぶ親子平和の旅 

 

◇  人類史上初めての原爆被災地となっ

た平和象徴の地・広島で平和の尊さを学

ぶべく、親子平和の旅実施委員会が主催

して市内小学生親子が広島を訪れ、併せ

て、平和学習会を開催する。 

 実施時期：７月２９日～３０日 

 事前学習会：７月２０日に開催 

 参加者：約２０組４０名参加を予定 

 視察地：平和記念公園、平和記念資

料館、原爆ドームなど 

 啓発：参加者の感想文等をヒューマ

ンフェスタなどで展示 

 

 

 

 

 

 
（１）“ヒロシマ”に学ぶ親子平和の旅 

     

◇ 人類史上初めての原爆被災地となっ

た平和象徴の地・広島で平和の尊さを

学ぶべく、親子平和の旅実施委員会が

主催して実施。市内小学生親子らが広

島を訪れ、併せて、被爆体験談を受講。

市内から寄せられた折鶴を原爆の子の

像に捧げた。 

 実施期間：７月２４日～２５日 

 事前学習会：７月１５日に開催 

 参加者：親子１５組３０名 

 事務局（市職員３名） 

 視察地：平和記念公園、平和記念資

料館、原爆ドームなど 

 啓発：ヒューマンフェスタ２０１１

（１１月１７日～２３日）で参加者

の感想文等を展示 
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（２）亀岡平和のパネル展 

 

◇ １１月１８日のヒューマンフェスタ開

催時に、人権啓発作品展と同時開催す

る。 

 展示品：「ヒロシマの旅」関係、「平

和のコスモス園」関係、平和の歌「う

つくしもの」関係など 

 

   

 

 

 

（３）平和のコスモス園事業 

  

◇ 平和の歌「うつくしもの」を通じて、

岡山市内の中学校と交流を続ける本市

中学生が、歌詞に出てくる「コスモス」

の種を市内の農地（休耕田等）に蒔き、

平和と友好をＰＲする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）平和の想いを託す折鶴製作 

 

◇ 市民やガレリアかめおかデイサービス

センターの利用者等が製作する折鶴を、

“ヒロシマ”に学ぶ親子平和の旅参加者

に託す。  

（２）亀岡平和のパネル展 

 

◇ １１月２３日のヒューマンフェスタ

開催時に、「世界連邦・非核平和都市」

を周知啓発するため、平和の取り組み

コーナーを設けて人権啓発作品展と同

時開催した。 

 展示品：「被爆ピアノ平和コンサー

ト」関係、平和の歌「うつくしもの」

関係、「ヒロシマの旅」関係、「平和

のコスモス園」関係など平和の取り

組みコーナーで紹介 

 

（３）平和のコスモス園事業 

  

◇ 平和の歌「うつくしもの」を通じて岡

山市立富山中学校と交流を続ける亀岡

中学校と詳徳中学校が歌詞に出てくる

コスモスを平和のシンボルとして、農

家の協力を得ながらコスモスの種をＪ

Ｒ亀岡駅北の“保津観光コスモス園”

と篠町柏原地区の農地に生徒が蒔き、

昨年度に引き続き、平和交流をＰＲし

た。また、詳徳中学校は近郊の福祉施

設や保育園、幼稚園等にコスモスの花

を持参し、地域の方々に平和への思い

を届けた。 

 種蒔き：７月上旬 

 開花見頃時期：９月上旬 

 

（４）平和の想いを託す折鶴製作 

 

◇ガレリアかめおかデイサービスセンタ

ーの利用者等が製作する折鶴５，１００

羽を、“ヒロシマ”に学ぶ親子平和の旅

参加者に託し、平和記念公園の「原爆の 
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（５）平和祈念式典の開催 

 

◇ 世界の恒久平和を願い、毎年開催して

いる「平和祭」行事の中心的事業として、

８月７日に挙行。 

 場所：平和台公園平和塔前 

 参加者：市議会議員、自治委員、遺

族会役員 他 約２００名 

 内容：「平和の灯」の採火と点火、正

午の黙とう、市長式辞、献花、平和

の誓い、放鳩 など 

 その他：市広報紙「キラリ☆かめお

か おしらせ」で、平和祈念式典開

催中の８月７日正午、全市民に黙と

うを啓発。市内の寺院、神社、教会

等が鐘、太鼓、オルガン、サイレン

等吹鳴 

 

 

 

 

（６）平和の歌「うつくしもの」を通じた

平和の発信 

 

◇ 平和活動を行う団体にＣＤを提供す

る。 

◇ 「うつくしもの」に関係する音楽活動

等に対し、後援等を行う。 

 

（７）「世界連邦・非核平和都市宣言」の

周知・啓発 

 

◇ 「核兵器廃絶」を趣旨とする「世界連

邦・非核平和都市宣言」を８月の平和月

子の像」に捧げた。 

  

（５）平和祈念式典の開催 

 

◇ 世界の恒久平和を願い、毎年開催して

いる「平和祭」行事の中心的事業とし

て、平和台公園平和塔前で挙行。 

 日時：８月７日 午前１１時４５分

～午後０時４５分 

 会場：平和台公園平和塔前 

 参加者：約２００名（市議会議員、

自治委員、遺族会、“ヒロシマ”に学

ぶ親子平和の旅参加者ほか） 

 内容：採火と点火（ボーイスカウト、

ガールスカウト）、「世界連邦・非核

平和都市宣言」宣言文を参加者全員

で唱和、黙とう、市長式辞、献花、

全員礼拝、平和の誓い（“ヒロシマ”

に学ぶ親子平和の旅参加者）、平和の

歌「うつくしもの」合唱、放鳩（緑

の少年団）、灯の点火、灯送り（ボー

イスカウト、ガールスカウト） 

 

（６）平和の歌「うつくしもの」を通じた

平和の発信 

 

◇ 平和活動を行う団体にＣＤを提供。 

◇「うつくしもの」に関係する音楽活動

等に対し、後援等を行う。 

 

 

（７）「世界連邦・非核平和都市」宣言の 

   周知・啓発 

 

◇ 「核兵器廃絶」の趣旨とした「世界連

邦・非核平和都市宣言」１周年を記念
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間時に市民等に周知・啓発をするため、 

「平和の標語」・「世界連邦・非核平和都

市宣言」の懸垂幕を市庁舎懸垂幕塔に掲

出し、「世界連邦・非核平和都市」等を

ＰＲ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）図書展示・貸出 

 

◇ 「平和についてみんなで考えよう！Ｐ

ＡＲＴ ⅩⅡ」を市立図書館中央館、各

分館等で開催。 

 実施期間：８月１日～３１日 

 

 

 

 

（９）「戦争平和展」の開催 

 

◇ 平和月間である８月の原爆記念日、終

戦記念日にあわせて、亀岡市文化資料館

展示事業として開催。 

 実施期間：７月２８日（予定）～８

月３１日 

 内容：戦争にかかわる資料や遺品の

実物展示、写真パネル展示 

 会場：亀岡市文化資料館ロビー  

 

 

 

して、８月の平和月間時に市民等に周

知・啓発をするため、各種平和事業を

実施した。 

   また、「平和の標語」・「世界連邦・非

核平和都市宣言」の懸垂幕を市庁舎懸

垂幕塔に掲出し、「世界連邦・非核平和

都市」等をＰＲ。 

  ・主な事業：８月２１日にガレリアか

めおかでピアニスト山田紗耶加氏に

よる「被爆ピアノ平和コンサート」

を開催、市内在住の被爆体験者等に

よる講話 ※参加者約２００名 

 

 （８）図書展示・貸出 

 

◇ ８月の平和月間にちなみ、戦争と平和

をテーマにした図書の特別展示・貸し

出しを行った。 

 図書展示・貸出期間：８月１日～３

１日 

 テーマ：「平和についてみんなで考

えよう！ＰＡＲＴ ⅩⅠ」 

 

（９）「戦争平和展」の開催 

 

◇ 平和月間である８月の原爆記念日、終

戦記念日にあわせて、亀岡市文化資料

館展示事業として開催。 

 実施期間：８月６日～８月３１日 

 内容：戦争にかかわる資料や遺品の

実物展示、写真パネル展示 

 会場：亀岡市文化資料館ロビー 

 期間中の入館者数５６１人 
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（１０）職員募金活動 

 

◇ 難民飢餓救済等のための世界連邦宣言

自治体全国協議会主催の、自治体職員一

人 １００円募金活動を行う。 

 

 

 

（１１）懸垂幕等の掲出 

 

◇ 市庁舎懸垂幕搭に掲出し「世界連邦・

非核平和都市宣言」をＰＲ。 

◇ 市庁舎エントランスホールに「世界連

邦・非核平和都市宣言」の看板を掲出。 

 

 

（１２）その他 

 

① ２４時間テレビ「愛は地球を救う」亀

岡募金所の開設と後援 

◇ 京都２４時間の主催により、昨年に引

き続き平和を願う市民の情熱を全国に

発信することを目的として、８月下旬に

ガレリアかめおかで募金活動やイベン

トを開催予定 

 

②京都芸術祭「亀岡うつくしものコンサー

ト」の開催と後援 

◇ 京都芸術祭音楽部門実行委員会主催に

より、若手音楽家が９月１７日にガレリ

アかめおか響ホールで演奏会を開催予

定 

 

（１０）職員募金活動 

 

◇ 難民飢餓救済等のための世界連邦宣

言自治体全国協議会主催の自治体職員

一人 １００円募金で、本市職員が平

成２４年２月に８５，３５８円を募金。 

 

 

（１１）懸垂幕等の掲出 

 

◇ 市庁舎懸垂幕搭に掲出し「世界連邦・

非核平和都市宣言」をＰＲ。 

◇ 市庁舎エントランスホールに「世界連

邦・非核平和都市宣言」の看板を掲出。 

 

 

（１２）その他 

 

①２４時間テレビ３４「愛は地球を救う」

亀岡募金所の開設と後援 

◇ 京都２４時間テレビの主催により、平

和を願う市民の情熱を全国に発信する

ことを目的として、８月２０日～２１

日にガレリアかめおかで募金活動やイ

ベントを開催。幼児を含む幅広い来場

者約１０００人が入場し、心温まる募

金や平和を祷るメッセージをいただい

た。 

 

②災害支援団体「ＹＡＭＡＴＯ」の「平

和な復興を呼びかける看板」設置と「市

民が手を繋ぐ『復興の絆』等に係る後援 

◇災害に強い街づくりを進める事を目

的として、平成２３年５月～１２月に

看板を設置して平和な復興を啓発 

・設置場所：団体代表宅 家の側壁 
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◇８月７日の平和祈念式典後に平和塔か

ら市民が手を繋ぎ、被災地の復興を願

い絆を深めるため、黙とうを捧げた。 
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人権啓発の取り組み 

 

基本的考え 

 

本市は、同和問題の早期解決を目指す取り組みを、人権問題の解決という大きな枠組み

と生涯学習の中で位置付け、人権啓発・人権教育の積極的な展開を図っています。 

お互いの人権を尊重し、性別や世代に関わりなく、ともに認め合い支え合う家族的地域

社会を築くことは、安全・安心で心安らかな市民生活を送る上でもっとも基本となるもの

です。啓発活動を中心とした取り組みの推進により、豊かな人権感覚と、差別のないまち

づくりに向けて行動できる市民意識の啓発に努め、人権尊重のまちづくりをすすめること

を「第４次亀岡市総合計画」に掲げ、市民と連携しつつ、人権啓発事業の積極的な推進を

図ることとしています。 

 

具体的には、次のことに留意して、人権啓発の取り組みをすすめています。 

 

１． 亀岡市人権教育・啓発推進指針（平成１４年１２月策定）の尊重 

２． 亀岡市人権啓発推進協議会等との連携の重視 

３． 人権行政推進本部を中心とした総合行政としての人権行政の推進 

 

 

平成２４年度事業計画 平成２３年度実績 

 
（１）広報事業 
① 人権啓発作品の募集 

 期間 ６月１日（水）～７月３１日
（金） 

 ポスター、作文、メッセージの募集。
入賞作品は「ヒューマンフェスタ」

で展示するほか｢人権啓発カレンダ

ー｣等に活用。 

 

 

 

 

② 人権啓発ポスターの作成・配布 

 人権啓発作品を活用して作成予定。 
 １２月の人権週間に合わせ関係機
関へ配布・掲出。 

 

③ 人権啓発カレンダーの作成 

 人権啓発作品を活用し作成予定。 
 「ヒューマンフェスタ」入場者や学

 
（１）広報事業 
① 人権啓発作品の募集 

 学校、ＰＴＡ、事業所等に呼びかけ、
６月～７月に募集、１１，５６５点

の取り組みがあった。（ポスター２，

７５４点、作文２，７０７点、メッ

セージ６，１０４点） 

 入賞作品（１５９点）は、「ヒューマ
ンフェスタ」において展示するとと

もに、人権啓発だより「きずな」で

紹介し、「人権啓発ポスター」「人権

啓発カレンダー」等に活用した。 

② 人権啓発ポスターの作成・配布 

 人権啓発作品を活用して、６００枚
作成。１２月の人権週間に合わせ関

係機関へ配布・掲出。 

 

③ 人権啓発カレンダーの作成 

 人権啓発作品を活用し、２，５００
部作成。 
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校等に配布。 

 

 

④ 人権啓発だより「きずな」の発行 

 年３回（７、１１、３月）発行、全
戸配布予定。 

 

⑤ 男女共同参画啓発広報紙「ゆう・あい

ネット」の発行 

 年２回発行（９、２月）、全戸配布
予定。 

 

 

⑥ 街頭啓発活動・啓発横断幕等の掲出 

 男女共同参画週間（６月）、京都府
人権強調月間（８月）、人権週間（１

２月）に街頭人権啓発活動を実施予

定。 
 男女共同参画週間（６月２３日～２
９日）、女性に対する暴力をなくす

運動期間（１１月１２日～２５日）、

人権週間（１２月４日～１０日）等

に横断幕等を掲出予定。 

 

 

（２）啓発事業・講座 
 

① ヒューマンシネマ２０１２の開催 

 人権強調月間（京都府）、平和月間（亀
岡市）にあわせて、平和と人権を考

える機会として、映画を上映する。 

 実施予定日 ８月１２日（日） 
 平和祭協賛事業として実施 
 上映映画「英国王のスピーチ」を予
定。あわせて子供向けの啓発アニメ

「桃色のクレヨン」、アニメ「カン

フーパンダ２」も上映予定 

 

 

② ヒューマンフェスタ２０１２開催 

 実施予定日 １１月１８日（日） 
 生涯学習人権啓発事業として実施。
人権啓発作品展、人権擁護委員コー

ナーなどを予定。内容の詳細につい

ては今後検討していく。 

 

 

 「ヒューマンフェスタ」入場者や学
校等に配布。 

 

④ 人権啓発だより「きずな」の発行 

 ７月、１１月、３月に３回発行（各
３０，７００部）。全戸配布。 

 

⑤ 男女共同参画啓発広報紙「ゆう・あい

ネット」の発行 

 年２回発行（９、２月）、（各３１，
５００部）、関係機関配置及び全戸配

布。 

 

⑥ 街頭啓発活動・啓発横断幕等の掲出 

 ６月２３日（男女共同参画週間６月
２３日～２９日）、８月４日（京都府

人権強調月間）、 １２月６日（人権

週間４日～１０日）に街頭人権啓発

活動を実施。 
 男女共同参画週間（６月２３日～２
９日）、女性に対する暴力をなくす運

動期間（１１月１２日～２５日）、人

権週間（１２月４日～１０日）等に

横断幕等を掲出 

 

（２）啓発事業・講座 
 

① ヒューマンシネマ２０１１の開催 

 人権強調月間（京都府）、平和月間（亀
岡市）にあわせて、平和と人権を考

える機会として、映画会を実施した。 

 実施日 ８月１４日（日） 
 平和祭協賛事業として実施 
 上映映画「紙屋悦子の青春」、子供向
けのアニメ映画「ヒロシマに一番電

車が走った」、「トイストーリー３」

を上映。あわせて３３０人の参加を

得た。 

 

② ヒューマンフェスタ２０１１開催 

 実施日 １１月２３日（祝・水）（一
部展示は１１月１７日から）開催。 

 生涯学習人権啓発事業として実施。 
 人権啓発作品展示、αステーション
スペシャルステージ、ふれあい子ど

も動物園、人権擁護委員コーナー、

子ども人権アニメ、文化センター等
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③ ゆう・あいフォーラム２０１２開催 

 実施予定日 １１月１８日（日） 
 男女共同参画啓発事業として実施。
ワークショップなどを予定。内容の

詳細については今後検討していく。 

 

 

 

④ 女性のための自己表現セミナー 

 実施予定日 ５月１８日（金）、２５
日（金）、３０日（水） 

 「ココロもカラダも楽になるため
に」をテーマに３回連続講座として

実施。（定員２０人） 

 フェミニストカウンセラー、骨盤セ
ラピー講師が講師。 

 

 

 

 

⑤ 男女共同参画ゆう・あい地域講座 
 自治会との共催による講座開催を
予定 

 

 

 

 

 

（３）文化センター・児童館での啓発事業 
 
① 隣保館運営事業費補助事業（国・府補

助） 
 啓発・広報活動事業（館だより発行） 
 周辺地域巡回事業（人権啓発講演会） 
 隣保館デイサービス事業（おたのし

み会、体操教室、健康講座、会食サ

ービス、カラオケ教室等） 
 

 地域交流促進事業・交流促進講座開

設事業（パソコン教室、さわやか健

の活動紹介などの内容で、約３，０

００人の参加を得た。 

 

③ ゆう・あいフォーラム２０１１開催 

 実施日 １１月２３日（祝・水）（一
部展示は１１月１７日から） 

 男女共同参画啓発事業として実施。 
 気象予報士正木明さんの講演、ワー
クショップ、パネル展示などを行い

７３０人の参加を得た。 

 

④ 女性のための自己表現セミナー 

 実施日 ５月１６日（月）、２３日
（月）、２６日（木） 

 「ここちよい関係をつくる～自己表
現力みがき～」「ココロとカラダをゆ

るめる～ありのままの自分探し～」

「ココロとカラダをゆるめる～カラ

ダへのごほうびタイム～」をテーマ

に３回連続講座として実施。フェミ

ニストカウンセラー、色彩コーディ

ネーター、ヨーガ療法士が講師。 
 
⑤ 男女共同参画ゆう・あい地域講座 

 実施日 １１月１３日（日） 
 東本梅町自治会と共催して実施。 
 「笑いと健康」をテーマに落語家の
桂三扇さんが落語を交えて講演、５

４人が参加した。 

 

 

（３）文化センター・児童館での啓発事業 
 
① 隣保館運営事業費補助事業（国・府補

助） 
 啓発・広報活動事業（館だより発行） 
 周辺地域巡回事業（人権啓発講演会） 
 隣保館デイサービス事業（体操教室、

健康講座、パッチワーク教室、手芸

教室、会食サービス、カラオケ教室

等） 
 地域交流促進事業・交流促進講座開

設事業（パソコン教室、さわやか健
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康教室） 
 

② 地域交流活性化支援補助事業（府補

助） 

 地域力活用事業（人権文化フェステ

ィバル、文化芸術祭、花いっぱいま

ちづくり、街角サロン、土曜サロン、

ホットはあと、東部センターまつり、

親と子のセカンドハウスホットほっ

と、子育て情報局、保津ふるさと文

化祭、いきいき夏まつり、児童館文

化祭） 
 

 文化・スポーツ交流事業（文化・芸

術鑑賞会、大正琴教室、手話コーラ

ス教室、ゲートボール教室、のびの

び子育てサロン、習字教室、天川高

齢者いきいき講座、天川ふれあい交

流講座、天川のびのび講座、陶芸教

室、高齢者健康講座、花づくり教室、

川東あじさい子育て人権講座、川東

ふれあい人権講座、パソコンよろず

相談室、自然環境学習、東部高齢者

いきいき講座、東部ふれあい人権講

座、東部親子のびのび講座、保津ふ

るさと人権講座、保津高齢者いきい

き講座、保津すこやか子育て講座、

着物着付け教室、和楽器教室、地域

カラオケ交流教室、いきいき交流教

室、ふるさと別院人権講座、犬甘野

ふるさと交流講座） 
 

 児童交流事業（スキー教室、おたの

しみ会、竹細工教室、子どもアトリ

エ教室、学童クラブ、あそびの学校、

こどもクラブ、ゴロンとひろば） 

康教室） 
 

② 地域交流活性化支援補助事業（府補

助） 
 地域力活用事業（人権文化フェステ

ィバル、文化芸術祭、花いっぱいま

ちづくり、街角サロン、土曜サロン、

ホットはあと、東部センターまつり、

親と子のセカンドハウスホットほっ

と、子育て情報局、保津ふるさと文

化祭、いきいき夏まつり、児童館文

化祭） 
 

 文化・スポーツ交流事業（文化芸術

鑑賞会「つながろうデイ」、大正琴教

室、手話コーラス教室、ゲートボー

ル教室、のびのび子育てサロン、習

字教室、天川高齢者いきいき講座、

天川ふれあい交流講座、天川のびの

び講座、陶芸教室、いきいき健康講

座、花づくり教室、川東あじさい子

育て人権講座、川東ふれあい人権講

座、パソコンよろず相談室、自然環

境学習、東部高齢者いきいき講座、

東部ふれあい人権講座、東部親子の

びのび講座、保津ふるさと人権講座、

保津高齢者いきいき講座、保津すこ

やか子育て講座、パソコン教室、和

楽器教室、地域カラオケ交流教室、

いきいき交流教室、ふるさと別院人

権講座、犬甘野ふるさと交流講座） 
 

 児童交流事業（スキー教室、おたの

しみ会、竹細工教室、子どもアトリ

エ教室、学童クラブ、あそびの学校、

こどもクラブ） 
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③ その他事業 

 人権問題啓発事業（人権学習会、人
権啓発講演会、人権問題啓発講演

会、人権研修会） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）天川文化センター施設整備について 
 施設建設工事を実施。 
 平成２５年度に旧施設の撤去作業

 
③ その他事業 

 人権問題啓発事業（人権啓発講演会、

人権問題啓発講演会、人権研修会） 
 
④ 文化センター・児童館利用者数の推移 

  年度 人数 
平成１３年度 ５６，０３９人 
平成１４年度 ５３，７０４人 
平成１５年度 ５６，２２８人 
平成１６年度 ５３，７８７人 
平成１７年度 ６３，９０５人 
平成１８年度 ６２，８８２人 
平成１９年度 ６５，１５２人 
平成２０年度 ６７，３２２人 
平成２１年度 ６３，８５９人 
平成２２年度 ６５，５５２人 
平成２３年度 ６４，７９０人 

 
（参考） 

 平成１３年度末同和対策事業特別措

置法失効。平成１４年７月から使用

料徴収（経過措置として、他の公共

施設の 1/3 から 1/2 を減額した使用
料を設定）。 

 平成１７年７月から文化センターの

休館日を土曜・日曜から日曜・月曜

に変更（児童館は以前から日曜・月

曜が休館日）。 
平成２０年１１月使用料改定（他の

公共施設と同水準の使用料に改定）。 

 

 

 

（４）天川文化センター施設整備について 
 造成工事及び施設の実施設計を実

施。 
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を予定。 
 

（５）相談事業 
 

① 人権に関する相談コーナーの設置 

 人権相談（市役所１階） 
 毎月第２・４月曜日 13：30～16：30 

 

 

 女性の相談室（一般相談は市役所５
階、フェミニストカウンセリング、

法律相談は総合福祉センター） 

 

 

 

 一般相談：毎週月～金曜日 11:00～
16:00 

 フェミニストカウンセリング：毎月
第１・３木曜日 10:30～13:30 

 法律相談：毎月第２木曜日 13:30～
15:30、毎月第４木曜日18:00～20:00 

 

 

 
 
（５）相談事業 
 

① 人権に関する相談コーナーの設置 

 人権相談（市役所１階） 
人権擁護委員の協力を得て毎月第

２･４月曜日 13：30～16：30 に設置。

相談件数１１件 

 女性の相談室 
亀岡市男女共同参画条例の施行を機

会に、１５年度から「働く女性の家」

（総合福祉センター内）に設置。（一

般相談は、市役所５階人権啓発課内

に設置） 

 一般相談：相談件数２３８件 
 

 フェミニストカウンセリング：相談
件数５０件（受付件数５０件） 

 法律相談             
相談件数４７件（受付件数４７件） 
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人権教育の取り組み 

基本的考え 

 

本市は、「水・緑・文化が織りなす笑顔と共生のまち」を目指す都市像としてまちづくりを進めて

おり、その担い手を育成するため、目指す子ども像を「ほっかほか心 ふるさと大好きかめおかっ

子」とし、「生きる力」の育成に努めることとしている。 

  人権教育においては、亀岡市人権教育・啓発推進指針の主旨を生かした人権教育の推進に努

め、あらゆる教育活動や学習の機会を通じて、人間として生きる上でもっとも大切にしなければな

らない基本的人権に関して正しい理解と認識を深める取組を推進するとともに、自己と他者を共

に尊重する態度や様々な人権問題の解決に向け実践する態度を培う教育の充実を図る。 

 

＜重点項目＞ 

・「生きる力」の育成 

・学校、家庭、地域との連携、協働の推進 

・生涯にわたる学びの支援  

・人権教育の推進 

・研修の充実 

平成２４年度事業計画 平成２３年度実績 

（１） 学校教育 

① 教職員の人権研修の推進 

・教育公務員としての使命と責任を 自覚

する中で、不断の自己研鑚に努めるととも

に、教職員の研修計画に基づく研修により

人権教育の推進を図る。 

・すべての小中学校で、年間の教職員研修

計画を策定し、人権研修や人権教育推進の

ための研究等を行う。 

 

② 学校における人権教育充実のための事業 

・基本的人権や同和問題についての正 

しい理解や認識を深めていけるように、す

べての教育活動に人権教育の視点を位置

づけ適切な取組を推進する。 

（１） 学校教育 

① 教職員の人権研修の推進 

・各小中学校において、人権教育のより一層

の推進と研究活動の促進を図るため、研修

計画に基づき人権研修を実施した。各教科

においても、人権尊重に視点をおいた授業

に努めた。 

 

 

 

② 学校における人権教育充実のための事業 

・各小中学校で策定した人権教育推進計画

に基づき、日常的な人権研修を実施した。 

・児童生徒の基礎・基本の徹底等による学

力の充実向上、並びに進路保障を図る一環
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・児童生徒の学力の充実向上を図り、進路

保障につなげていけるように、「基礎学力

充実推進事業」を継続して実施する。 

 

 

 

・人権教育に関する取組や交流、教育研究

活動の推進を図るため、亀岡市人権教育研

究会の活動を支援する。 

 

 

 

③ 教育相談充実推進のための事業 

・尊重についての自覚と相互信頼を基盤と

して、児童生徒の内面理解と実態を把握す

る中で、的確な教育相談に努める。 

・児童生徒、保護者等の多様な相談に対応

できるように、８中学校と１小学校にスク

ールカウンセラーの継続配置を行う。 

 

 

 

 

・不登校状態にある児童生徒の内面理解を

進めることで早期解決が図れるように、

「不登校対策支援員」の継続配置を行う。 

 

 

 

 

 

 

④ 特別支援教育充実のための事業 
・障害のある児童生徒一人ひとりの障害の

実態や特性に応じた特別支援教育の充実

を図る。 

  

として、「亀岡市基礎学力充実推進事業」

を継続実施した。 

・京都府総合教育センターの学力診断テス

ト等の分析を行う中で、小学校１０校、中

学校６校を選定して補助金を交付した。 

 

・人権教育に関する研究や交流活動を推進

するため、亀岡市人権教育研究会が実施す

る「亀岡市人権教育研究大会」や、第６３

回全国人権・同和教育研究大会に係る経費

に補助金を交付した。 

 

③ 教育相談充実推進のための事業 

・スクールカウンセラーを８中学校と１小

学校に配置し、児童生徒、保護者、教師等

への相談に対応した。 

  相談件数（延べ件数） 

   児童生徒  ６０４人 

   保護者   ２７５人 

   教 師   ４６９人 

   その他    ２０人 

   合 計 １，３６８人 

 

・不登校の状態にある児童生徒に対し、 

 学校での別室指導や家庭連携を充実 

させるとともに、児童生徒への理解を深

めることで不登校の予防や早期解決が図

れるよう、「不登校対策支援員」 

を配置した。 

 配置校  川東小学校：１名 

      詳徳中学校：１名 

  

④ 特別支援教育充実のための事業 

・障害のある幼児・児童生徒の教育的ニー

ズに応じた特別支援教育のあり方に関す

る実践研究や、障害児・者の正しい理解に
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・特別支援教育の充実に向けた研究活動等

が継続して推進できるように、亀岡市特別

支援教育研究会に支援を行う。 

  

・すべての小中学校に「特別支援教育支援

員」を配置し、一人一人の状態に応じて学

習面や生活面での支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 地域学校運営補助事業 
・地域に暮らす子どもたちが、共同学習や

共同活動を通じた交流を行うことによっ

て、障害への正しい理解と認識を深めてい

く。 

 

・障害者への理解促進と特別支援教育の充

実に向けて、市内８ブロックにおいて実行

委員会形式による「地域学校」の開催に支

援を行う。 

 

 

 

⑥ 通級指導教室の開設 

・発達障害や言語に課題のある児童生徒に

対して、個々の教育的ニーズに応じた指

導・支援が行えるように、日常的な教育相

談活動を充実するとともに、各学校（園）

及び関係機関並びに家庭と連携を深め、相

談を重視した就・修学や進路指導に努め

る。 

・通級指導教室は、亀岡小学校に３教室、

千代川小学校に２教室、安詳小学校に１

教室、東輝中学校に 1教室を開設する。 

向けた活動等を行う、亀岡市特別支援教育

研究会に補助金を交付した。 

 

・発達障害などにより、学習面や生活面で

支援が必要な児童生徒の教育ニズに対応

できるよう、「特別支援教育支援員」を全

小中学校に配置した。 

  市費配置校 

   小学校 １６校 

   中学校  ８校 

  府費配置校 

   小学校  ５校 

 ＊小学校３校は２名を配置 

 

⑤ 地域学校運営補助事業 

・特別支援学校や特別支援学級で学ぶ子ども

たちと同じ地域に暮らす子どもたちが、共同

学習や交流活動を行う中で友情や連帯意識

を育てるとともに、障害に対する正しい理解

を深めるために実施した「地域学校」の運営

経費に補助金を交付した。 

 実施内容 

  参加者数：１，３２１名 

  場  所：市内８会場 

 

⑥ 通級指導教室の開設 

・通常の学級に在籍する比較的軽度の障害

がある児童生徒に対して、家庭や学校で

の日常生活に適応できるように通級指

導教室を開設し、障害の状態に応じた指

導・支援を行った。 

   亀岡小学校 ：３学級５８人 

   安詳小学校 ：１学級２４人 

   千代川小学校：２学級５２人 

   東輝中学校 ：１学級１６人 
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（２）社会教育 

① 心の教育推進事業 

・代を担う子どもたちに、親と地域の大人

たちが倫理感や思いやりの心を育み、人と

して生きていくための心得を伝えていく

ための取組を各町にて行う。 

 

 

 ② 高齢者さわやか教室の開催 

・高齢者が、地域社会の一員であることの

自覚と自らの生きがいを目指し、その時代

に相応した社会的能力を伸ばすとともに、

豊かな人間関係を築き、心のふれあいを通

して学習を深める。 

・全７講座において、「人権」の視点を取

り入れた講演等の学習を深める。 

 

③ 障害者スポーツ推進事業 

・障害者スポーツの普及とスポーツを通じ

交流を深め、ノーマライゼーションの実現

を目指し、各種大会等を開催する。 

・生涯スポーツデーに障害者スポーツコー

ナーを設ける。 

・亀岡元旦ロードレースにおいて、車椅子

レースの部を設ける。 

 

 

④ 人権教育講座の開催 

・市民への学習機会の提供を図り、人権への

理解を深めるとともに、日常生活の中での人

権問題に気づき、解決していく態度と実践力

を培うことをめざし講座を開催する。 

 人権教育講座   ４回 

 

⑤ 人権教育指導者研修会の開催 

人権教育活動にかかる指導者の資質向上

（２） 社会教育 

① 心の教育推進事業 

・２３の各地区・町の心の教育推進委員会

等で実施した。 

全参加者 大 人 ２，３１４人 

子ども ２，５５２人 

合 計 ４，８６６人 

 

② 高齢者さわやか教室の開催 

・平成２３年６月から翌年２月までの全７

講座を開催した。 

延べ受講者数   ２，４８２人 

 

 

 

 

 

③ 障害者スポーツ推進事業 

・生涯スポーツデーに障害者スポーツコー

ナーを設置した。 

・生涯スポーツデー 

毎月第２土曜日 午前９時～正午で開催 

延べ参加人数    １００人 

・亀岡元旦ロードレースにおいて、車椅子

レースの部を設けたが、参加者がなかっ

た。 

 

④ 人権教育講座の開催 

・広く市民を対象に、様々な人権問題につい

て学習を深め人権問題の解決に向け実践で

きる態度を培う人権教育講座を開催した。 

人権教育講座 ５回  
参加人員４７６人 

 

⑤ 人権教育指導者研修会の開催 

・人権教育の指導者の資質向上を目的に人権
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を図るため、人権教育指導者研修会を開催

する。 

人権教育指導者研修会  ３回 

   

⑥  人権問題学習講座の開催 

・文化センター等において、子ども、保護

者及び高齢者等を対象に、地域の実情に応

じた講座や交流事業等を実施し、身近な人

権学習を推進する。 

 

 

 

⑦ 第３０回亀岡市女性集会の開催 

・社会の中にある人権問題に気づき、学ん

だことを行動に移すとともに、個人の問題

を社会の問題と捉えて意見交流を行い、誰

もが安心して暮らせる地域社会を築いて

いくことをめざし開催する。 

 

 

⑧ 平和･人権学習会等の開催 

・８月の平和月間にあわせ、講演や資料展

示などにより平和と人権の大切さについ

て、主に子どもを対象に学習機会を提供す

る。 

・文化センター、市役所市民ホール等７カ

所で開催する。 

 

⑨ 各地区人権啓発推進協議会等への補助 

・市内にある７つの人権啓発推進協議会等

の人権教育・啓発活動に対して補助金を交

付し活動を支援する。 

 

 

教育指導者研修会を開催した。 

人権教育指導者研修会 ３回 

参加人員     ２６０人 

 
⑥ 人権問題学習講座の開催 
・文化センター等において、人権問題に

関する講座や講演会等に参加する機会

の少ない高齢者、児童等の保護者を対象

に、身近な場所で身近な問題から学んで

もらうことを目的に開催した。 
６館 78 回  参加人員 1,946 人 

 
⑦ 第２９回亀岡市女性集会の開催 
・自らの人権意識を問い直し、差別のない人

権文化の豊かな地域社会を築くため、職場・

地域で行動に移し広めていく機会となるこ

とを目的に開催した。 

記念講演及び５分科会を開催 
参加人員 ６６０人  
 
⑧ 平和・人権ビデオ鑑賞会等の開催 
・８月の平和月間に、講演やビデオ等に

より、平和と人権の大切さについて考え

るため文化センター等で開催した。 
７カ所   参加人員 ３２３人 
 

 

 

⑨ 各地区人権啓発推進協議会等への補助 
・市内の７つの人権啓発推進協議会等の

人権研修・啓発活動支援のため補助金を

交付した。 
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